
　

令
和
２
年
度
ま
で
の
６
年
間
を
計
画
期

間
と
す
る
行
財
政
改
革
大
綱
と
、
こ
れ
を

具
体
的
に
実
行
す
る
た
め
の
行
財
政
改
革

実
行
計
画
を
、
平
成
27
年
３
月
に
策
定
し

ま
し
た
。

■
行
財
政
改
革
大
綱

　

「
持
続
可
能
な
財
政
運
営
の
推
進
」「
機

能
的
な
行
政
運
営
の
推
進
」「
市
民
協
働
・

官
民
連
携
の
推
進
」
の
３
つ
を
基
本
目
標

と
し
て
設
定
。
市
民
の
ニ
ー
ズ
や
時
代
の

要
請
に
応
じ
た
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
安
定
的
・

持
続
的
に
提
供
で
き
る
行
財
政
シ
ス
テ
ム

の
改
革
を
進
め
て
き
ま
し
た
。

■
行
財
政
改
革
実
行
計
画

　

補
助
金
等
交
付
基
準
の
見
直
し
や
学
校

給
食
費
の
公
会
計
化
、
下
水
道
事
業
の
公

営
企
業
会
計
化
な
ど
、
行
政
シ
ス
テ
ム
の

改
革
を
進
め
て
き
ま
し
た
。
ま
た
、
ふ
る

さ
と
納
税
に
よ
る
財
源
確
保
、
無
作
為
抽

出
に
よ
る
市
民
会
議
の
開
催
な
ど
市
民
参

加
の
促
進
と
と
も
に
、
法
人
の
運
営
強
化

に
も
着
手
し
て
き
ま
し
た
。

　

計
画
に
掲
げ
た
61
件
の
改
革
項
目
の
う

ち
、
令
和
元
年
度
ま
で
に
54
件
の
改
革
項

目
を
実
施
し
、
実
施
率
は
約
89
％
と
な
っ

て
い
ま
す
。

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み
と
成
果

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み
と
成
果

新
た
な
行
財
政
改
革
に
向
け
て

新
た
な
行
財
政
改
革
に
向
け
て

行財政改革
問合せ　企画課（☎372-3311・内線3602）問合せ　企画課（☎372-3311・内線3602）

改
革
の
内
容

改
革
の
内
容

市
を
取
り
巻
く
状
況

市
を
取
り
巻
く
状
況

今
後
に
向
け
て

今
後
に
向
け
て

　

国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
の

推
計
に
よ
る
と
、
令
和
12
年
の
市
の
人
口

は
平
成
22
年
と
比
べ
約
８
０
０
０
人
の
減

少
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。
少
子
高
齢
化

が
進
む
こ
と
で
税
収
の
減
少
や
社
会
保
障

関
連
費
の
増
加
が
続
く
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

さ
ら
に
、
施
設
の
老
朽
化
対
策
に
伴
う
建

設
事
業
な
ど
も
見
込
ま
れ
、
厳
し
い
財
政

状
況
が
続
く
こ
と
が
想
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

一
方
で
、
北
海
道
日
本
ハ
ム
フ
ァ
イ
タ

ー
ズ
の
ボ
ー
ル
パ
ー
ク
構
想
に
よ
り
、
定

住
・
交
流
人
口
の
増
加
や
雇
用
の
創
出
な

ど
の
好
影
響
も
期
待
さ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

に
よ
り
日
常
生
活
に
も
大
き
な
変
化
が
も

た
ら
さ
れ
、
時
代
に
合
わ
せ
た
業
務
改
革

を
検
討
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

総
合
計
画
（
第
５
次
）
で
は
「
希
望
都

市
」「
交
流
都
市
」「
成
長
都
市
」
を
め
ざ
す

都
市
像
と
し
て
掲
げ
、
そ
の
実
現
に
向
け

て
さ
ま
ざ
ま
な
施
策
に
取
り
組
ん
で
き
ま

し
た
。
令
和
３
年
度
か
ら
始
ま
る
総
合
計

画
（
第
６
次
）
も
、
こ
の
３
つ
の
都
市
像

を
継
承
し
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
魅
力
あ
る

ま
ち
づ
く
り
の
た
め
に
、
行
財
政
改
革
大

綱
を
「
き
た
ひ
ろ
未
来
創
造
ビ
ジ
ョ
ン
２

０
２
１
」
と
し
、
将
来
に
わ
た
り
着
実
に

成
長
す
る
ま
ち
を
目
指
し
ま
す
。

　

現
在
の
行
財
政
改
革
大
綱
の
基
本
目
標

を
継
承
し
な
が
ら
、
市
を
取
り
巻
く
複
雑

で
多
様
化
す
る
さ
ま
ざ
ま
な
課
題
に
対
し

て
、
次
の
３
つ
の
基
本
目
標
に
基
づ
き
取

り
組
み
を
推
進
し
て
い
き
ま
す
。

「稼ぐ」まちへの転換

●自主財源の確保
●公共施設等の利活用

「持続可能」な行政運営
●機能的な組織の構築
●業務の効率化など
人的資源の最適化

「共創社会」の実現

●多様な主体が活躍
する共創社会の実現

３つの基本目標

総合計画（第６次）
希望都市・交流都市・成長都市

きたひろ未来創造ビジョン2021（行財政改革大綱）
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